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はじめに

2021年衆議院選挙を前に、岸田内閣総理大臣

は、2022年の通常国会にて「こども庁」の創設

に向けた法案提出に意欲を見せた1。子どもに

関する政策の一元化を謳うこども庁には、市民

団体からの期待も高い。児童虐待やいじめ問

題、さらには新型コロナウイルスによる影響に

よって変化を強いられてきた子どもや若者を取

り巻く環境に対し、効果的に対処できる組織が

創設されるのであれば心強い。しかし、当然の

ことながら新しい組織が設置されたからといっ

て、これまでの課題がすぐに解決されるわけで

はない。子どもや若者の心の傷は中長期的な影

響を引き起こすことを鑑みれば、とりわけ、新

型コロナウイルスが子どもや若者の社会生活に

与えている現状は予断を許さない。例えば、英

国では、新型コロナウイルスによって、子ども

や若者の経済的、社会的な機会が失われ、壊滅

的かつ不均衡な打撃を受けていることに対し、

政府は目の前の対策に追われているため、子ど

もや若者に、何もしていないとの批判が投げか

けられている（Hill 2020）。

新型コロナウイルスの拡大により大学生も大

きな影響を受けることとなった。そのため、学

生に寄り添う大学独自の取り組みが様々な形

で実施されてきた2。藤井研究室も学内の研究

サークル（宇都宮国際平和と司法研究会）とと

もに、2020年 3 月に「感染症と平和・人権プロ

ジェクト」を立ち上げ、遠隔での打ち合わせを

重ねながら過去の感染症についての調査を実

施し、これまでの事例からの教訓を明らかにし

た。同年 5月下旬には成果物として「エボラ出

血熱の発生から終息宣言まで：私達の新しい生

活様式に向けた過去からの教訓」と題したポス

ターを学内に掲示し、チラシ版も配布した。同

ポスターは、アフリカでのエボラ出血熱に対す

る社会の反応や取り組みなどを参考に、コロナ

禍の私たちが過去の事例から得られる教訓を提

示している（螢雪時代 2020、168）。

研究室単位でこのような取り組みを続ける中、

行動が制限されることによって子どもや若者の

機会が喪失し続ける現状に私たちは問題意識

を持つようになった。そして、子どもや若者に対

し、何かしらのアクションを起こすことも重要で

はないか、という視点が芽生えた。そこで、藤井

研究室所属学生が中心となって2019年から実

施してきた持続可能な開発目標（SDGs）のゴー

ル16「平和と公正をすべてのひとに」をターゲッ

トとしたワークショップの実践経験を生かしたア

プローチを模索するようになる。このSDG16ワー

クショップは、小中学生に対し実施しており、高

校生もファシリテータ側のボランティアとして参

加することで、SDG 16についての理解を深める

とともに、大学生から高校生へ、高校生から小

中学生に対して学びを共有する「機会の環」を

形成することを試みた活動である。このSDG 16

ワークショップの活動を通して、地域の子どもた

ちにとっては、SDG16  が漠然としたターゲット

として認識されている現状とこれに対しワーク

ショップの実施によってもたらされる国際規範の
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地域化の一端を明らかにした（藤井 2020）。

いずれにせよ、「人権」や「参加」をキーワー

ドにした新たなワークショップを構築する試み

は、コロナ禍において子どもや若者の参加が制

限されている社会状況を鑑みれば、大学教育の

観点からのみならず社会貢献としても大きな意

義がある。特にここでの意義とは、ポストコロナ

を見据え、児童の権利に関する条約（以下、子

どもの権利条約）第12条や国連の決議で言及

されてきた子どもや若者の参加の重要性を社会

的に喚起することにある。そこで、本稿は、2021

年 7月から執筆時現在（同年12月）までに、栃

木県内にて高校生を対象に実施した人権ワー

クショップでの「人権」と「参加」に関するアン

ケートおよび聞き取り調査の結果を参考に、同

ワークショップ構築のプロセスと取り組みの中

で明らかになった課題を大学生の視点を加えな

がら提示することを目的とする。また、人権ワー

クショップ構築の試みは、既存の取り組みと問

題意識に端を発し、地域で実践する課題解決型

学習（PBL）の事例として位置づけることができ

る。藤井（2020）も、SDG16ワークショップの経

験と調査結果に基づき大学と地域、さらに産学

官連携についての考察から、地域が抱える課題

に対し、大学の役割は年々高まっていることを

指摘した。そして、大学も「知」の共有をはかる

パートナーとして地域との連携を強めながら、課

題解決型学習の事例を蓄積することが、今後の

大学教育の発展にとっても欠かせない。

以上を踏まえ、まず人権教育および子どもと

若者の参加に関する国際的な議論と既存の先行

研究を整理することで、本稿の射程を示し、

ワークショップの構築とファシリテータを務め

る大学生と共有すべきいくつかの重要な点を抽

出・把握する作業を行う。次に、人権ワーク

ショップの立案過程から人権ワークショップの

概要までを示し、最後に実践後の結果から得ら

れた2021年12月執筆時点での示唆をまとめる。

なお、2021年夏以降は、人権ワークショップは

藤井研究室による活動から、宇都宮大学国際学

部附属多文化公共圏センター「国際平和と人

権・人道法研究会」によるプロジェクトとし

て、実施されることになった。

Ⅰ　�人権教育と子ども・若者の参加をめぐる先

行研究

本節では、これまでの先行研究から人権教育

と子ども・若者の参加に関する国際的な議論と

直面している課題について明らかにする。そし

て、ここでの議論を土台に第Ⅱ節以降で、研究

室オリジナルの人権ワークショップの構築に取

り組む。

1 ．人権教育の国際的な展開と課題

1948年に定められた世界人権宣言第26条 2 項

は、「教育は、人格の完全な発展並びに人権及

び基本的自由の尊重の強化を目的としなければ

ならない」ことを謳い、人権教育の理念が初め

て表明されたことで知られる。そして、冷戦終

焉後の1993年 6 月に開催された世界人権会議、

これを受けてのウィーン宣言と行動計画では、

「人権教育が共同体の間の安定した調和のとれ

た関係を促進し達成するために、また、相互理

解、寛容および平和を育むために不可欠であ

る」ことが明らかにされた（Vienna Declaration 

and Programme of Action, para.78）。その後、

1994年12月国連総会にて、「人権教育のため

の国連10年（United Nations Decade for Human 

Rights Education）」（1995年～2004年）が採択

され、2005年には第59回国連人権委員会にて

「人権教育のための世界計画（United Nations 

World Programme for Human Rights Education）」

が策定された。終了の時限は設けられておら

ず、第一期は「初等中等教育」、第二期は「高

等教育のための人権教育」および「教育者、公

務員、法執行者や軍隊への人権教育プログラ
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ム」、第三期は「メディア専門家及びジャーナ

リストへの人権研修の促進」、そして、2020年

から2024年までの第四期は「青少年のための人

権教育」がテーマとなっている（第二期以降は

国連人権理事会にて採択）。

このように、人権教育は国連の宣言や公式に承

認された基準や教育としてだけではなく、すべて

の人が人権にアクセスできるようにすることで社会

に変化をもたらすことを目指す、草の根の活動を

伴う重要な社会運動としても位置づけられている

（Zajda & Ozdowski 2017, 2）。留意すべきことと

して、国連の人権メカニズムは、政府に対し人権教

育を提供する法的な義務を強調したり、国内の政

策や実践における実施状況を検証したりしている

わけではなく、人権教育のモニタリングやその内

容の定義などへ十分にコミットしているとは言えな

い。ただし、国連での議論をきっかけに今日では、

グローバルに様々な人権教育が実践され、とりわ

け、紛争後の社会における人権教育の重要性につ

いての指摘が平和構築活動の一環として導入され

つつあることも人権教育の必要性と重要性の高ま

りを大いに示唆している（Holland & Martin 2014; 

Smith 2010; UNICEF 2011）。

だが、筆者も大学で国際人権論の講義を担当

する立場でありながら、人権教育に携わるファ

シリテータは、一方で人権法を語る者たちと、

他方で道徳的観点から人権を語る者たちとに大

別できるようにも思われ、人権教育の質保証に

は課題を感じている。フィリップスとグレディ

（Phillips & Gready 2013, 217）が指摘するよう

に、これは、人権と人権教育が 2つの平行した

世界に生息しているかのように見え、人権法を

語る者たちによって、ときに人権教育が「単な

る人権法律主義」であり、「国際的な人権基準

の定型的な伝達以上のものではないと理解され

る」ことがある。他方、人権教育は、非差別、

参加、説明責任などの中核的な原則を具体化す

る法的文書に基づかずに、人権の価値や文化に

ついての「漠然とした話」に終始することもあ

る（Phillips & Gready 2013, 217）。フィリップ

スとグレディは、このような「すべて法律」ま

たは「法律なし」のモデルから脱却することを

主張している。つまり、人権教育の重要性は国

際的に認識されながらも、どのような人権教育

を提供するべきであるのか、これに係る課題が

残されたままとなっているのである。

2 ．子どもと若者の参加をめぐる課題

子どもと若者の参加する権利を確立すること

になったのは、1989年11月に国連総会で採択さ

れた子どもの権利条約である。この子どもの権

利条約の中に「参加する権利」として分類され

るさまざまな規定がある。まず子どもの権利条

約第12条では、子どもの参加についての一般的

な原則が定められ3、さらに同第13条（表現の自

由）、同第14条（思想・良心・宗教の自由）、同

第15条（結社と平和的集会の自由）、同第17条

（情報へのアクセス）が参加する権利を構成し

ている。ただし、ここで留意すべきこととして子

どもの権利条約では、「参加（par ticipation）」

という言葉は使われていない。子どもの権利条

約委員会による同第12条への一般的意見でも、

「近年、『参加』という言葉が広く使われるよう

になったが、この言葉自体は第12条の本文には

出てこない」と述べられている。しかし、同委員

会は続けて「この言葉は進化し、現在では、（参

加は）子どもと大人の間の相互尊重に基づく情

報共有や対話を含む継続的なプロセスを意味

し、子どもが、自分や大人の意見がどのように考

慮され、プロセスの結果の形成を学ぶことがで

きる」ことに言及し、これら規定の運用から子ど

もの権利条約には「参加」を含意していること

が示されている（UN 2009, para. 3 ）。

このような国際的な枠組みに基づき、学術的

なアプローチからも、子どもの権利条約第12条

が同条約の要であるとの見解とともに、参加す
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る権利において子どもや若者が自らの意見を表

明する権利を有することがもっとも重要である

と指摘されてきた（Alderson et al. 2000）。しか

し同時に、同第12条は、子どもたちの生活のほ

とんどすべての領域で、最も広く侵害され、

無視されている権利のひとつでもある（Shier 

2001; Smith 2007）。

この要因として、しばしばあげられるのが、

伝統的と呼ばれる特定の社会や文化が、他のよ

り「近代的」な社会に比べて、子どもの意思決

定への参加を認めていないとの言説である。し

かし、この見解について、どのような社会で

あっても、子どもに対する見方は同じであり、

子どもや子どもの参加に対する大人の考え方を

変えることこそが課題となっているとの研究成

果が提示されてきた（Stern 2006）。つまり、

地域性や途上国および先進国に関わらず、集団

的な意思決定において、子どもや若者の参加活

動は形だけのものが多く、意思決定に影響を与

えていない。そして、決定内容やその理由につ

いて子どもや若者に大人はタイムリーなフィー

ドバックを与えることができていないのである

（Percy-Smith & Thomas 2010; Lundy 2018）。

このように、子どもや若者の参加の意義につ

いては認識されながらも、次第に参加活動の持

続可能性や参加が形だけで意思決定に影響を与

えていないことへの懸念が示されるようになっ

てきた。子どもや若者の参加をめぐっては、理

論的な裏付けを始めとする学術的な発展が見ら

れないことへの実践的かつ概念的な課題が明

らかになってきたのである（McMellon & Tisdall 

2020; Tisdall & Samantha 2012）。もちろん、著名

なロジャー・ハート（Hart 1992; 1997）の「参画

のはしご」（図 1）に見られるように、大人と

一緒に何らかのプロジェクトで活動する子ども

の自発性と協同性の度合いを理論化し可視化す

ることで、子どもの参画を大人がどう援助する

のかという視点はこれまでも提示されてきた。

図１　参画のはしご（Hart 1997; 木下他訳 2000, 42）

ただし、ハートによる理論的枠組みの提示

は、子どもと若者の参加のあり方に関する議論

に多大な貢献を果たした一方で、いくつかの課

題も指摘されてきた。例えば、参画のはしごの

イメージは、目標が最も高い段にあることを示

唆しており、「子どもが主体的に取りかかり、

大人と一緒に決定する」が参加の理想的な形で

あることを示している（Sinclair 2004）。しか

し、多くのグループに影響を与える法律の変更

など、複数のステークホルダーが関与するタイ

プの決定には、「大人がしかけ、子どもと一緒

に決定する」のように、別の階層が適切である

可能性もあるため、見かけ上のヒエラルキー

を解消するために、それぞれのカテゴリーを

円の中に配置することも試みられた（Treseder 

1997）。だが、いずれのモデルにしても子ども

と大人のグループ間の多様性や、グループ内の

潜在的な力関係を認識しておらず、子どもや若

者の参加に大きな影響を与えうる社会的な文脈

を十分に考慮していないことへの批判は克服で

きていない（Valentin & Meiner 2009; McMellon 

& Tisdall 2020）。邦語文献でも、地域での実践
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を事例に、ハートの理論をさらに発展させよう

とする試みも見られる（子どもの参画情報セン

ター編2002; 山下 2009）。

この点、本稿執筆時点では人権ワークショッ

プの実施に伴う調査サンプルの数がまだ十分

ではなく、子どもと若者の参加に関する理論

的枠組への貢献にまでは至っていない。しか

し、これら先行研究の議論を整理することは、

子どもや若者の参加する権利の意義を認識し

たうえで、どのような参加が子どもや若者に

とって“より良い”のかを考える視座を導入す

ることの重要性を明らかにしている（Cassidy 

2017）。したがって、子どもや若者に対し、協

議や発言の場を与えるだけではなく、自ら自分

の意見を述べることができるようになることを

意図したワークショップを構成することを念頭

に、研究室の学生は人権ワークショップ構築の

取り組みを進めた。

Ⅱ　�人権ワークショップの立案：問題意識とプ

ロセス

人権教育および子どもと若者の参加をめぐっ

ては、国際的な枠組みにおいてその重要性が示

されながらも、先行研究で明らかにされてきた

ように、実践面においていくつかの課題を抱え

ている。これらの課題を踏まえた上で、冒頭で

示したコロナ禍における問題意識に則った形で

人権ワークショップの構成を考えていく。そこ

で、以下では人権ワークショップを実施するに

あたって、どのようなプロセスで課題を把握

し、これを解決するために取り組んできたのか

を示すこととする。

1 ．子どもの権利条約と「参加」への認識

まず、人権ワークショップを立案するにあ

たって、対象となる子どもや若者が、子どもの

権利および参加についてどのように捉えている

のか整理するところから始めた。セーブ・ザ・

チルドレン・ジャパン（2020）によると、「子

どもの権利条約について知っていますか？」と

いう質問に対し、「CRCの内容まで良く知って

いる」と回答した子ども（15歳～17歳）はわず

か8.9％であり、31.5％が「聞いたことがない」

と回答している（図 2）。

図２　子どもの権利条約の認知度（セーブ・ザ・チ
ルドレン・ジャパン（2020,100）をもとに筆者作成）

さらに、子どもの権利のイメージとして、

66.9％が「子どもが人間らしく生きるのに必要

なもの」と選択した一方、「大人と同様、当然

認められるもの」を選択した子どもは35.7%で

あった（表 1）。

表１　子どもの権利に対するイメージ

（セーブ・ザ・チルドレン・ジャパン（2020, 97）をもとに筆者作成） （セーブ・ザ・チルドレン・ジャパン（2020, 97）をもとに筆者作成）
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これらの統計データは、「子どもの権利」に

対する子どもたちの認識が未だ十分ではないこ

とを示している。

また、子どもや若者の参加をめぐっても、内

閣府が2018年に実施した「我が国と諸外国の若

者の意識に関する調査」において、低い数値

が報告されている。同調査は13歳から29歳まで

を対象に行われ、「社会をよりよくするため、

私は社会における問題の解決に関与したい」と

の設問に対し、「そう思う」との回答は10.8％

であった（図 3）。これは比較対象国である韓

国、アメリカ、イギリス、ドイツに比べて、

10％以上低い数値であった（内閣府 2019）。

続けて、ボランティア活動に関して、「ボラ

ンティア活動に興味がありますか」との設問に

対し、「ある」との回答は33.3％であり、この

数値も、比較対象国の若者と比べて最も低かっ

た。さらに「ない」と回答した割合も48.1％を

示しており、比較対象国の若者と比べて最も高

い割合であった（図 4）。

これらの統計によってまとめられた数値から

は、日本の子どもや若者に対し、子どもの権利

や参加する権利の重要性を喚起することが不十

分であることが読み取れる。ここに改めて、現

況を踏まえた課題解決型のアプローチを試みる

ことの意義が浮かび上がってくる。そこで次節

社会をよりよくするため、私は社会における問題の解決に関与したい。 

あなたはボランティア活動に興味がありますか。 

図３　日本の若者の政策決定過程への関与について（内閣府2019, 76）

図４　ボランティア活動への興味の有無に関する国際比較（内閣府2019, 100）
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にて具体的なワークショップの内容を検討する

前に、そもそもなぜワークショップを実施する

ことに意義があるのかについて言及したうえ

で、用語の整理を行う。

2 ．ワークショップの意義と用語の定義

国際人権教育において事例に基づくワーク

ショップの実施は、大きな教育効果が期待され

ている。それは、これまで主流であったいわゆ

る伝統的な教授法として、教科書や資料などの

配布に基づく講義形式の教育では、人権に関連

する多くの教材が、十分に人々の日常に関連す

る内容となっているとは言い難く、受講生の多

くが、人権に関連する理論的・枠組み的なもの

を実践へと移すスキルを身に着けることができ

たと感じていない点が指摘されてきたことを

受けている（Teleki 2007, 13）。そのため、こ

れまで以上にコンテクストに基づく人権教育

の価値が主張されるようになってきた（Gerber 

2010; Teleki 2007; Tibbitts 2005 & 2010）。

ここでは、学生のケーススタディやコミュニ

ティとの協働が、学習効果を高めると考えられ

ている（Branigan & Ramcharan 2012）。このよ

うなコンテクストに基づく人権教育における学

習とは、「機能的な」知識（洗練されたノウハ

ウの知識）、条件付きの知識（異なる形式の知

識をいつ適用するか）、手続き的な知識（スキ

ルや順序の理解）を含んでおり、学術的かつ理

論的な知識と同様に重要であることが主張され

てきた（Biggs & Tang 2007）。つまり、ワーク

ショップの実施にあたっては、より具体的な事

例を扱うことで、抽象的な理解から対話型の実

践へと受講生の学習変化を促すことにつながる

可能性があるということになる。同様の理解

は、Ife（2008）によっても示されており、コ

ンテクストに基づく人権問題を扱うことが、行

動と変化の可能性を開いている。

それでは次に、本人権ワークショップの対象

である子どもと若者とは誰を指すのか射程を確

認しておきたい。子どもの権利条約では18歳未

満を子どもと定義しており、本稿もこれに倣う

が、日本の国内法からは、子どもと定義する年

齢は、適用法によって理解が多少異なってい

る。例えば、児童福祉法や児童虐待の防止等に

関する法律においては、「18歳未満の者」が子

どもとされ、児童手当法や労働基準法において

も「18歳に達する日以後の最初の 3月31日まで

の間にある者」となっているが、母子及び父

子並びに寡婦福祉法においては、「20歳未満の

者」が子どもとして定義されている。

また、「若者」の定義は、国際的に一致して

おらず、ヨーロッパ連合では、15歳から29歳ま

で4、アフリカ連合では、15歳から35歳までの

者が若者とされる5。国連安全保障理事会は、

2015年に若者、平和、安全保障に関する決議

第2250号を採択し、若者を18歳から29歳とした

（UN 2015）。だが、同じ国連でも国連事務局

は15歳から24歳を若者と定義しており、統一的

な見解は示されていない6。もっともこのよう

な若者の定義をめぐっては、国際的に多様な若

者の実態を示しており、文脈に沿った形で定義

する必要性が主張されている（Mhadeen 2018, 

6 - 7 ）。

以上の理解に基づき、本人権ワークショップ

は、若者である大学生が、同じ若者もしくは子

どもである高校生に対して実践する、参加型の

人権教育であり、かつPBLの教育活動における

実践例としても位置づける。

Ⅲ　�人権ワークショップの概要とアンケート結果

1 ．ワークショップの構成と実施概要

これまでの議論での学びを基に、藤井研究室

の学生は、「子どもの人権ワークショップ」を

構築した。同ワークショップは 1時間のプログ

ラムで構成され、大きく 3つのパートに分かれ

ている。第 1パートは「導入動画」の視聴であ
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る。研究室に所属する学生が、オリジナルの動

画を作成し、参加者である高校生は、 7分間の

視聴を通して、人権および子どもの権利条約に

ついて人権ワークショップの前提となる知識と

理解を深める。

第 2パートは、「子どもの人権と町づくりプ

ロジェクト」として、シミュレーションに基づ

くロールプレイに取り組む。同シミュレーショ

ンのロールプレイでは、参加者は人権団体の職

員となり、武力紛争が発生し子どもの権利が危

機的状況の仮想国にて、子どもの権利に基づく

まちづくりを進めるために、活動資金を集め

ることになる。このとき参加者は、 3人から 5

人のグループを作って、大学生が扮する紛争当

事国の有力者（ドナー）と交渉を行い、まちづ

くりのための資金（予算）を獲得する。交渉で

は、子どもの権利の重要性をシナリオに基づき

訴えることが求められたり、資金の必要性と具

体的にどのようなプロジェクトを計画し、実施

した際にはどのような効果を見込んでいるのか

説明したりする。これに対し、ドナーの大学生

は様々な質問や反論を行い、これに参加者は応

じることで、子どもの人権に関する特定の分野

の重要性を自ら説明することが求められる。そ

して、これらの問いに回答することで、資金を

獲得できる。なお、ドナーとなる有力者は、レベ

ル1～ 3に分かれる。レベルの低いドナーは、容

易に説得できるが提供してくれる資金が少なく、逆

にレベルの高いドナーほど、厳しい質問や反論を

投げかけてくるが、交渉に成功すれば多額の資金

が提供される。ドナーに役割分担が行われている

ため、参加者は戦略的に交渉を行うことになる。

時間に応じて第 2パートのみの実施も可能だ

が、第 3パートでは、参加者のグループごとに

獲得した資金を基にした子どもの権利に基づく

まちづくりに取り組んでもらう。参加者は、藤

井研究室が作成したどの事業にどの程度の資金

が必要なのかを記載した「事業例一覧表」を参

考にしながら、有力者から獲得した資金の範囲

内で子どもの権利に関連する施設の建設を選択

したり、子どもの人権保護のための専門家（カ

ウンセラー等）の雇用を選択したりする。資金

には限りがあるので、参加者は必要と思われる

事業に優先順位をつけねばならない。

最後に、まとめ動画の視聴を行う。この動画

では、シミュレーションにて提示されたシナリ

オの中で、どのような子どもの権利が奪われて

いた可能性があったのか、解説を行う。限られ

たワークショップの時間でまとめ動画を視聴す

ることは難しいため、動画をYouTubeにアップ

ロードして、参加者が帰宅してからでも閲覧で

きるようにし、教室の外でも学びを継続するこ

とができるようにした。

このように、本人権ワークショップの目的

は、参加者が具体的な事例を基に主体的に子ど

もの人権について考え、課題を解決するために

参加し、自らの意見を相手に伝えるということ

にある。2021年 7 月から執筆時の同年12月まで

に栃木県内 4ヶ所の施設で、計 6回人権ワーク

ショップを実施し、97名の高校生が参加した。

2 ．アンケート結果からみる成果と課題

最後に、ファシリテータを務めた大学生は、

人権ワークショップの前後に参加した高校生に

対しアンケートを実施し、成果と課題の把握に

務めた。ここでは特に「人権」と「参加」に関

する意識調査を行った。同アンケート調査の実

施にあたっては、藤井が責任教員として研究実

施計画書を大学本部に提出し、「宇都宮大学ヒ

トを対象とした研究に関する倫理審査」を受け

た。そして、人権ワークショップの実施前であ

る2021年 6 月に宇都宮大学ヒトを対象とした研

究に関する倫理審査委員会から承認を得て本学

の倫理規定に則り実施した7。近年、インター

ネット環境の整備とともに、闇雲なアンケート

調査が増加している。しかし、国際人権論はヒ
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トを対象とした学問である以上、慎重な研究姿

勢は極めて大事であり、このような倫理審査の

手続きを大学生と共有することができことも、

PBLを教育活動に取り入れたことによる。ヒト

を対象とした調査を行う際に求められる研究姿

勢を学生に伝えることができ、教育効果を高め

ることへとつながったと考えている。

人権ワークショップの実施では、参加者（高

校生）97名がアンケート調査の対象となった

（事前アンケート回収数：97、事後アンケート

回収数：95）。今後も継続的に実施予定であ

り、サンプルを増やしたうえで将来的に先行研

究にて示されてきた理論的枠組みとの関連で論

じることができる成果としたいが、本稿ではこ

れまでの集計を基に、実際にファシリテータを

務めた大学生から提示された見解をまとめてお

きたい。人権ワークショップが「人権」や「参

加」に関する参加者の意識にどのような変化を

与えた可能性があるのか、調査結果から得られ

る示唆は何か、課題とともに検証する。

まず、「人権」に関するアンケートの項目と

集計結果は以下のとおりであった。

事前アンケート

「人権」という言葉に親しみがある。当てはま

ると思うもの 1つに〇をつけてください。

事後アンケート

「人権」という言葉に親しみがある。当てはま

ると思うもの 1つに〇をつけてください。

表２　人権への親しみに関する、ワークショップ前後の比較

質問項目の「親しみ」という言葉がやや抽象

的ではあるものの、「人権」に関してのアン

ケート調査は、ワークショップを通して、参加

者が人権をより身近な権利であると感じるきっ

かけとなったことを示した。ワークショップに

てファシリテータを務めた大学生からも、資金

調達の交渉において、最初は戸惑いながら人権

の重要性を訴えていた参加者も、交渉を重ねる

ごとにレスポンスが適切になされるようになっ

たとの感想が聞かれた。また、最初は多くの参

加者が漠然としたイメージを抱いていた子ども

の人権についての理解が、シミュレーションな

がらロールプレイを通して具体的な事例に取り

組むことで、権利が社会を変えるためのツール

として、その必要性が認識されるようになって

いったとの見解も示された。

次に、「参加」に関するアンケートの項目と

集計結果は以下のとおりであった。
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事前アンケート

社会をよりよくするため、社会における問題の

解決に関与したいと思う。当てはまると思うも

の 1つに〇をつけてください。

事後アンケート

社会をよりよくするため、社会における問題の

解決に関与したいと思う。当てはまると思うも

の 1つに〇をつけてください。

表３　社会問題解決への参加意識に関する、ワークショップ前後の比較

ワークショップへの参加を通して、「そう思

う」と回答した参加者の割合は57人から84人へ

と上昇している。興味深い点は、図 3での内閣

府による調査よりも、社会問題への参加の意欲

が比較的高い高校生が多い可能性があるという

ことである。社会問題も多岐にわたっており、

具体的な状況を付与されないと参画のイメージ

を持ちづらいのかもしれない。この点、人権

ワークショップのような具体的な取り組みの最

中に実施するアンケート調査では、社会問題を

認識しやすく、これに対する何らかの参画への

意思を示しやすいとも考えられる。つまり、先

行研究でも議論されてきたように参加の度合い
3 3 3

というものがあるなかで、内閣府の調査に回答

した日本の若者たちは、社会参加についてハー

トが示した「参画のはしご」のもっとも上をイ

メージしていたのかもしれない。とすれば、参

加のハードルは高くなり、図 3のような結果を

示すことにつながる。潜在的にはもっと多くの

子どもや若者達が社会参加の意思を持っている

ことを想定して、その意思を社会参加のアク

ションに結びつけることがこれからの取り組み

の中でも重要となってくる。子どもや若者の参

加の重要性が提起されながらも、実態として参

加のあり方に課題が指摘されてきた現況を考え

れば、ハートが示した「参画のはしご」を一段

一段登ることを子どもや若者が自ら認識できる

ようなアプローチを、人権ワークショップに取

り入れることも今後検討する必要がある。

おわりに

本稿で紹介した人権ワークショップは、国際

的な人権問題を題材に、参加者である高校生が

子どもの権利を守るための様々なアプローチを

考え、ファシリテータを務める大学生との交渉

の場で人権の重要性を主体的に訴えることで、

子どもの人権と社会参加についての理解を深め

ることを意図し、実施してきた。この点、本稿

では人権ワークショップの実施に至った課題の

把握を中心にこれまでのプロセスについてまと
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めてきた。本稿は、先行研究から提示されてき

た人権教育や若者参加をめぐる理論的な貢献に

は至っていないが、課題を把握し共有しなが

ら、大学生が主体的に人権ワークショップの構

築に取り組み、約100人の高校生と子どもの人

権について考える機会を生み出したプロセス

を、PBLの成果を示す一つの事例として検証し

てきた。アンケート調査からは参加者の意識変

化を促したことも示されるなど、今後も本人権

ワークショップを継続することで大学と子ど

も・若者との共創へと結びつく可能性は大いに

ある。

ただし、大学生が主体的に実施することに

問題がないわけではない。今回の人権ワーク

ショップでは、仮想の国における人権状況を

扱ったが、子どもや若者の社会参加の観点から

は、より現実に即したコミュニティにおける問

題を扱うことも求められている。しかし、大学

生が主体となって実施する人権ワークショップ

がどこまで地域に関連した人権問題を扱い、そ

れを子どもや若者への理解に結びつくような取

り組みにできるのか、慎重な判断も求められ

る。この点は、人権問題を扱いながら、ヒトを

対象とした調査や活動を行う以上、最終的な責

任を背負うべき大学教員側に課せられた課題と

して検討を続けていきたい。

【付記】

本稿で紹介した人権ワークショップの実施に

あたっては、「2021年度国際学部教育研究プロ

ジェクト支援経費」および2021年度宇都宮大学

SDGs推進奨励賞【子どもの権利を通した「平

和」・「公正」の達成に向けて（藤井研究室受

賞）】からご支援を賜りました。また、藤井研

究室主催の2021年宇都宮大学SDGsグローバル

ウィークでは、2021年 9 月17日にセーブ・ザ・

チルドレン・ジャパンの川口真実氏に「子ども

達を取り囲む課題の解決に若者はどう参加す

る？ ～SDGsとCOVID-19を背景に～」と題した

ご講演を開催いただき、本稿および人権ワーク

ショップ実施にあたって示唆に富む学びの機会

を頂きました。なお、共同執筆者の横山、福原

の両名はアジモフ・サルワル氏（同博士前期課

程）とともに2021年 7 月に第42回「学問の倫理

と方法」研究会にて「コロナ禍における子ども

の権利保障への若年層参加の意義：子どもの人

権ワークショップを通して」と題した報告の機

会も頂き、本稿の執筆や人権ワークショップの

実施において大変示唆のあるコメントを先生方

から頂戴いたしました。改めて皆様に感謝申し

上げます。

最後に、人権ワークショップにてファシリ

テータを務めた大学生は、藤井研究室に所属す

る宇都宮大学国際学部 4年アティラナシル、北

川瑛、榊原彩加、原口愛、同 3年新井廉、菊地

翔、鈴木ひとみ、同 2年ハギヤコヘードマギダ

ユカリ、同 1年香野大地です。国際社会の問題

と地域社会の問題を等しく受け止め、解決しよ

うと試みている学生の姿勢を大変に頼もしく思

います。
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